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達成率

同左

・バリアフリー化は、障害者用トイレとローカウン
ターの拡充が課題。（県への補助協議も必要）
・省エネルギー対策事業を積極的に導入する。
・土地取得事業については、一般会計へ多額の貸付金
があり、この債権処理が必要である。
・本市へ譲与された法定外公共物の登記事務が遅れて
おり、事業課へ測量等を計画的に行うよう促すこと。
（不動産登記事務）参

考
3

目標

実績

達成率 112.1
実績 6,728

参
考
2

吉永総合支所維持管理事業

目標 6,000 6,000 5,000
達成率 124.2
実績 12,421

維持管理経費／
延床面積（円／
㎡）

維持管理経費／
延床面積（円／
㎡）

今後の展開・
協働の可能性・
事業の見直し等
の担当への指示

担当部長コメント

参
考
1

日生総合支所維持管理事業

目標 10,000 10,000 8,000
達成率 108.5
実績 6,508

３　施策の有効性 4
維持管理経費／
延床面積（円／
㎡）

庁舎にエレベーターやローカウンターを設置
し、一部バリアフリー化が図れた 4 同左

1 庁舎維持管理コスト

目標 6,000 6,000 5,000
同左２　事業構成の適当性 3 いずれも義務的な事業であるが、施策評価の対

象にはなりにくい 3H17 H23 H28 マーク

施策に対する
成果指標名

単
位

評価年度 目標値 ベンチ
指標の説明

１　目的達成度 2 バリアフリー化、ユニバーサルデザイン化について
は、庁舎スペースや財源確保の面で困難が多い 2 同左

評価 判断理由 評価 判断理由

一次評価 二次評価
項　目

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い
行政経費の縮減、削減（財産区管理事業） 財産収入対財産管理費用比率 3
行政経費の縮減、削減（土地取得事業） 土地保有件数の減 2
行政経費の縮減、削減（維持管理事業） 維持管理コストの減 1

意図・推進内容のキーワード 考えられる施策成果指標名 順位
実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 その説明

169,112
この施策に要した費用（人件費込、単位：千円）

H１７
(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

施策展開 行政経費の縮減、削減 (3,180)

執務環境の整備
5

神根出張所管理運営事業 C 神根出張所管理運営事業 1,245 Ａ

(12,833) 三石出張所改修事業（合併調整） 2,100 Ｂ
Ａ

4
三石出張所管理運営事業 C 三石出張所管理運営事業 2,839

工事業務 0 Ｂ
Ｂ

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

共済業務 37
C

庁舎維持管理業務

現況と課題 補修業務
　庁舎のバリアフリー化を推進し、さらにユニバーサルデザインの考え方を取り入れ、利便性の向上を
図る必要がある。また、庁舎管理費の節減を図るため、特に省エネルギー対策、清掃委託料について見
直しを図る。

(3,960) 清掃業務 485
3

吉永総合支所維持管理事業 8,072

468
Ｃ

(反応、問合せ等)
工事業務 3,933 Ｂ

Ａ

Ｂ

市民ニーズ 共済業務 26 Ｂ・来客用の駐車場が不足しているため、駐車場の確保を望む声が多い
・障害者用トイレ、洋式トイレの設置

補修業務 1,029 Ｂ
(7,835) 清掃業務 1,299 Ｃ

2

日生総合支所維持管理事業

C

庁舎維持管理業務 13,448 Ａ
(誰のために、何の
ために)

工事業務 36,250 Ｂ
施策の対象と目的 共済業務 139 Ｂ

市民が快適にいつでも必要な行政サービスが利用できるよう庁舎環境を整備するとともに、低コストで
効率的な庁舎管理を目指す

補修業務 1,081 Ｂ
(5,240) 清掃業務 6,983 Ｃ

22,353 Ａ
施策の体系

大項目（基本目標） 健全で自立したまちづくり （Ａ～Ｃ）

中項目（基本施策） 簡素で効率的な行財政運営

1

庁舎維持管理事業

C

庁舎維持管理業務

Ａ ～ Ｅ
17年度
事業費(高 ～ 低)

06-01-12 電話 ６４－１８１１ 事務事業
評価結果

細事業一覧表

直接事業費（単位：千円） 優
先
順
位

担当課長評価

満足している市民の割合

備　前　市　施　策　評　価　シ　ー　ト

（平成17年度事業）

施　策　名
（小項目）

その他事務管理（財産管理）
コード 担当課 財政課

施策を構成する事務事業名

（　）はその人件費（単位：千円）

H20 H21 H22
市民意識
調査結果

施策名 調査年度 H18
重要だと思っている市民の割合

庁舎へのエレベータ設置は、有効性が感じられない。
本庁舎、各支所･出張所の老朽化が著しい中で、現庁舎のユニバーサルデザイン化は難しい。
各支所･出張所の機能を本庁に集約し、施設を縮小するとともに，本庁舎について、建て替えも
視野に入れ、長期的観点に立った本庁舎の管理を研究していく時期がきている。

H19

備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標の検討・設定（基本目標・基本施策・施策意図から検討する）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標の検討・設定（基本目標・基本施策・施策意図から検討する）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業
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Ｂ林道維持修繕事業 0
Ｃ分収造林事業 583
Ｃ539
Ａ(2,050) 財産区管理事業 709

C

一般管理事業 709

植樹事業

Ｂ

10

三国地区財産区管理事業

Ｃ基金管理業務

Ａ(805) 財産維持管理業務

Ｂ管理会運営業務 495
1,219

0
9

三石財産区管理事業

C

土地開発基金管理業務 Ｂ8
土地取得事業 123

(805) E
Ｂ(3,205) 登記業務

Ｂ不動産登記事業 E 書類作成業務 0
07

12,885 Ａ6
三国出張所管理運営事業 C 三国出張所管理運営事業

(10,150)

(高 ～ 低)
（Ａ～Ｃ）

事務事業
評価結果

細事業一覧表

施策を構成する事務事業名

（　）はその人件費（単位：千円）

担当課長評価

直接事業費（単位：千円） 優
先
順
位

Ａ ～ Ｅ
17年度
事業費

施策名 その他事務管理（財産管理）

⑥　施策構成事務事業の評価　（続き）


